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長岡京市公募型指名競争入札実施要領 

１ 目的 

この要領は、長岡京市契約規則（昭和５５年長岡京市規則第２号）その他別に定める

もののほか、長岡京市（以下「市」という。）が発注する測量・建設コンサルタント等業

務及び建設工事の契約の相手方を決定するために実施する公募型指名競争入札及び簡易

公募型指名競争入札について、必要な事項を定める。 

２ 方法 

入札参加資格等の条件を定め、入札参加希望者を公募し、提出資料の審査を行い、入

札参加資格等を満たす者の中から指名する。 

３ 対象案件 

⑴  公募型指名競争入札 

公募型指名競争入札の対象案件は、原則として建設工事に伴う測量・建設コンサ

ルタント等業務のうち、発注予定額が５０万円超のもので、一般競争入札（条件付

一般競争入札を含む。）に適しない業務とする。 

⑵  簡易公募型指名競争入札 

簡易公募型指名競争入札の対象案件は、原則として土木一式工事、建築一式工事、

電気工事、管工事、造園工事のうち、発注予定額１３０万円超２，５００万円未満

（建築一式工事にあっては５，０００万円未満）の工事とする。 

４ 手続開始の公示 

公募型指名競争入札（簡易公募型指名競争入札を含む。以下同じ。）に係る手続開始の

公示は、京都府入札情報公開システム（以下「入札情報公開システム」という。）の入札

公告・入札情報に掲載する。 

また、入札情報については、総合政策部契約課及び市ホームページに掲示する。 

５ 公示事項 

手続開始の公示に記載する事項は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 案件名、案件場所、履行期間及び案件概要 

⑵ 入札参加に必要な資格・条件 

⑶ 公募型指名競争入札参加表明書（以下「参加表明書」という。）の提出期間及び提

出場所 

⑷ その他入札について必要な事項 

６ 入札参加資格 

入札参加資格については、各案件の手続開始の公示に記載することとする。 

７  入札参加の手続 

⑴  公募型指名競争入札に参加を希望する者は、案件ごとに定める期間内に、参加表

明書に必要書類を添えて提出すること。 

⑵ 参加表明書等の提出は、原則として京都府電子入札システムにより行う。郵送及

びファクシミリによる提出は認めない。 
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⑶ 参加表明書等の提出があったときは、審査の上、入札参加資格等を満たす者を指

名する。 

⑷ 指名する業者に対しては、その旨及び入札に必要な事項等を、指名しない業者に

対しては、その旨及びその理由をそれぞれ通知する。 

８ 指名の取消し 

書類提出時に虚為の申請を行った者又は指名通知を受けた後、入札執行日までの間に

入札参加資格を満たさなくなった者及び競争入札参加資格審査申請時に提出した「誓約

書」の記載事項を遵守しなかった者については、その指名を取り消す。 

９ 図面及び設計図書の入手方法と質疑回答 

⑴ 入手方法 

手続開始の公示に記載の配布期間中に、原則として入札情報公開システムの入札

公告・入札情報からダウンロードすること。 

⑵ 質疑回答 

質疑及び回答については、各案件の手続開始の公示において手続きが指示されて

いる場合を除き、長岡京市競争入札心得（以下「競争入札心得」という。）第７条第

２項によるものとする。 

１０ 予定価格 

審査結果通知書兼入札通知書（以下「入札通知書」という。）に記載し通知する。 

１１ 最低制限価格 

各案件の手続開始の公示に適用の有無を記載する。 

１２ 落札者の決定 

最低制限価格を下回る価格による入札を行った者は当該入札を無効とし、予定価格の

範囲内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち、最低の価格をもって入札

した者を落札者とする。 

１３ 契約の締結 

長岡京市標準契約約款に基づき作成する。 

１４ 支払条件 

各案件の手続開始の公示に記載の内容による。 

１５ 消費税の扱い 

入札通知書等に指示がある場合を除き、入札書に記載された金額に、消費税及び地方

消費税（以下「消費税」という。）に相当する額を加算した額をもって落札価格とする。

従って、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見

積った金額の消費税抜きの金額を入札書に記載すること。 

１６ 公表 

入札結果等の契約に関する情報は、長岡京市入札及び契約等に関する公表基準（平成

１９年１０月１日施行）により公表する。 

１７ 建設業退職金共済制度 
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１件５００万円以上の建設工事及び工事に係る修繕の契約 

については、原則として長岡京市建設業退職金共済掛金取扱要領（令和２年４月１

日施行）のとおり証紙購入報告書及び発注者用掛金収納書を提出すること。 

１８ 透明・公正な契約手続き 

市においては、透明・公正な契約手続きをより追及する観点から、入札・契約手続き

において不透明な働きかけや不正な手続きが認められる場合は、厳しくこれを排除すべ

く必要な措置を行う。 

１９ その他 

⑴  契約等の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

⑵ 入札参加者は、手続開始の公示、競争入札心得及び長岡京市建設工事等電子入札

運用基準（平成２３年６月１日施行）等を熟読し、遵守すること。 

⑶ 参加表明書及び添付資料に虚偽の記載をした場合には、長岡京市競争入札等参

加資格の停止に関する要綱（平成２３年４月１日施行）の規定に基づき、指名停

止措置を行うことがある。 

⑷ 入札を辞退した者は、これを理由として以降の指名等について不利益な取扱いを

受けるものではない。 

⑸ 参加表明書の作成及び提出にかかる費用は、提出者の負担とする。 

⑹ 提出された参加表明書及び添付資料は返却しない。 

⑺ 参加表明書の提出期間終了後における参加表明書の差し替え及び再提出は認めな

い。 

⑻ 各案件の手続開始の公示において定めがある場合は、その記載内容を優先するも

のとする。 

⑼ 事務上の都合により、必要に応じて本要領の一部を変更し、また追加する場合が

ある。 

   

附 則 

  この要領は、平成１９年１０月１日から施行する。 

経過措置 

この要領は、施行日以降に発注手続きに着手する契約について適用し、同日前に発注 

手続きに着手したものについては、適用しない。 

附 則 

  この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 
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 この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の様式により作成した用紙は、当分の間、所要の調整をした上、改正後の 

様式により作成した用紙として使用することができる。 

（施行期日） 

１ この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の様式により作成した用紙は、当分の間、所要の調整をした上、改正後の 

様式により作成した用紙として使用することができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱は、施行日以降に入札公告等を行うものから適用する。 

 


